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令和３年３月 

高知県応急給水・応急復旧活動調整マニュアル 

災害・水質事故発生時においても円滑な応急給水活動及び応急復旧活動ができるよ

うに、県（食品・衛生課）として、水道事業体の断水、応急給水・応急復旧に関する

情報を収集し、市町村間の調整を図るための手順等をマニュアルとして明確にする。 

 また、令和元年 10 月 1 日に施行された改正水道法では、法第 39 条の２として、「国、

都道府県、市町村及び水道事業者等並びにその他関係者は、災害その他非常の場合におけ

る応急の給水及び速やかな水道施設の復旧を図るため、相互に連携を図りながら協力する

よう努めなければならないものとすること。」と位置付けられたため、この趣旨も踏まえ、

県が国、市町村及び水道事業者等並びにその他関係者と相互に連携を図りながら協力する

よう努める役割を果たすことを目的とする。 

 

・南海トラフ地震対策行動計画〈第４期〉p151、p250 

・高知県水道ビジョン〈令和２年３月策定〉ｐ85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈目的〉 

〈策定根拠〉 

〈計画の位置付け〉 

高知県応急給水・応急復旧活動調整マニュアル 

高知県水道ビジョン

（R2.3) 

「自然災害発生時における被害状況の報告様式の改訂について」（令和２年２月 27 日付

け薬生水発 0227 第２号厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長通知） 

高知県南海トラフ地震応急対策活動要領

（H30.3) 
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〈基本原則〉 
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配備体制 配備基準 動員体制 実施事項 

 

第１配備 

 

警戒体制 

 

県内に気象等警報
が発表されたとき 

 

－ 

 
◇関係機関等への情報の

提供 
 

 

第２配備 

 

厳重警戒 

体  制 

 

台風が接近するな
ど厳重な警戒が必
要なとき 

 

本部連絡員（１名） 

 

 
◇関係機関等への情報の

提供 
◇管理施設への注意喚起 
◇被害の発生を防ぐ応急

対策の実施 
 

第３配備 

 

 

災害対策 

本部体制 

 

台風や集中豪雨等
により下欄に該当
する被害の発生が
ほぼ確実であると
き 

 

本部員（部長） 

本部連絡員（１名以上） 

国民健康保険課を除く

全課及び所管福祉保健

所（１～２名） 

Ａ ２名 

Ｂ ２名 

 

◇関係機関等への情報の
提供 

◇管理施設への注意喚起
及び被害状況の調査・
報告 

◇被害の発生を防ぐ応急
対策の実施 

 

第４配備 

 

 

災害対策 

本部体制 

 

○被災区域が市町
村域を超え広域
に渡る場合 

○被災規模が大き
く当該市町村の
みでは処理する
ことが困難と認
められる場合 

 

全職員 

 

災害対策本部規程第５条
別表４に定められている
分掌事務 

 

※本部連絡員は、健康長寿政策課 課長補佐、チーフ（企画調整担当） 

※所属長は、被害状況等に応じて必要な職員を順次動員すること 

※Ａ、Ｂの２ローテーションを基本とする。 

 

食品・衛生課 「風水害時」配備体制 
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配備体制 配備基準 動員体制 初動実施事項 

震災第１配備 

 

警戒体制 

予報区「高知
県」に津波注
意 報 が 発 表
されたとき 

― ◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び周辺地域への注意

喚起 

震災第２配備 

 

厳重警戒体制 

必 要 に 応 じ て
災 害 対 策 本 部
設置 

県内で「震度
４」の地震が
発 生 し た 場
合 

本部連絡員（１名） 

※災対本部設置の場
合は国民健康保険
課を除く全課及び
所管福祉保健所 

◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び収容人員の被害状

況の調査・報告 
◇市町村における被害状況の 

調査 
予報区「高知
県」に津波警
報 が 発 表 さ
れたとき 

本部連絡員（１名） 

 

◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び周辺地域への注意

喚起、地元市町村との連絡調整 
◇管理施設の開口部対策 

震災第３配備 

 

 

 

災 害 対 策 本 部
設置 

県内で「震度
５弱」の地震
が 発 生 し た
場合 

本部員（部長） 

Ａ ２名 

Ｂ ２名 

◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び収容人員の被害状

況の調査・報告 
◇市町村における被害状況の調査 
◇緊急応急対策 

 

県内で「震度
５強」以上の
地 震 が 発 生
した場合 

 

全職員 

◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び収容人員の被害状

況の調査・報告 
◇市町村における被害状況の調査 
◇緊急応急対策 

 

予報区「高知
県」に大津波
警 報 が 発 表
されたとき 

 

全職員 

◇関係機関等への情報の提供 
◇管理施設及び周辺地域への注意

喚起、地元市町村との連絡調整 
◇管理施設の開口部対策 
◇危険地域への進入禁止対策 
◇緊急応急対策の準備 

※本部連絡員は、健康長寿政策課 課長補佐、チーフ（企画調整担当） 

※所属長は、被害状況等に応じて必要な職員を順次動員すること 

※Ａ、Ｂの２ローテーションを基本とする。 

食品・衛生課 「震災時」配備体制 
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連絡網・参集所要時間

◎ 連絡先は、別途配付する緊急時連絡先を参照すること
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（１）当該マニュアル等の事前周知 

「自然災害発生時における被害状況の報告様式の改訂について」（令和２年２月 27

日付け薬生水発 0227 第２号厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長通知）及び当該マニ

ュアルを市町村水道担当部署に事前に周知し、所要の要件を満たす場合の報告依頼を

行う。 

※市町村水道担当部署は、食品・衛生課への報告時に併せて管内の福祉保健所にも報

告する。（基本的にはメールでの報告となるので、CC で管内福祉保健所を入れる） 

（２）災害が予想される場合の情報提供 

水道水の安定供給に支障が及ぶことが予測される場合は、必要な情報（例えば、道

路警戒状況、交通規制状況、県内被災状況、重要施設の被災状況、気象、国の方針等

の情報）を収集し、市町村水道担当部署へ情報提供する。 

 なお、必要となる情報は、厚生労働省、気象庁、他の都道府県、災害対策本部等か

ら事象に応じた情報を収集する。 

（３）被害報告のとりまとめ及び関係機関への報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の要件を満たし、市町村水道担当部署から報告があった場合、県内の状況を一

覧にとりまとめ、厚生労働省及び（設置されている場合は）県災害対策本部に適宜、

報告する。（※両組織とも大規模災害発生時等は、報告の時点がその都度指定される）  

なお、対象箇所が複数となる場合は、圏域別基礎データベース図（県内の水道の給

〈活動調整手順（応急給水編）〉 

情報のとりまとめ 

水道事業体からの
報告受理 

水道事業体への積
極的な情報収集 

圏域別基礎データベー
ス図等を活用した分析 

現地調査 

関係機関へ報告及び 
情報共有 

：必要に応じ実施 
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水区域、水源、配水池、ハザードマップ等の位置情報などをまとめたもの）等を活用

し、広域的視点に立ち、位置や状況を整理する。 

 なお、発災直後の混乱期においては、市町村水道担当部署においては、応急対応で

手一杯となり、報告が後回しになる恐れがあることから、（電話等による）積極的な情

報収集を行う。 

 通信手段について、通常の電話回線がつながらない場合、「72＋内線」で県内の市町

村等との連絡ができることになっているが、日本水道協会高知県支部事務局は、高知

市上下水道局総務課内にあり、防災無線は配備されていない。そのため、FAX を活用

するか、直接伺うなどして、連絡体制の確保に工夫が必要である。 

（４）支援要請 

多くの水道事業体が加入している日本水道協会高知県支部が窓口となり、応急給

水・応急復旧の調整を行っているため、県（食品・衛生課）としての調整（案）を必

要に応じ、日本水道協会高知県支部へ伝える。なお、県内の水道事業体には、日本水

道協会高知県支部非会員が存在するため、必要に応じ、非会員の支援要請について、

県がとりまとめを行い、県が日本水道協会高知県支部に要請する。 

 日本水道協会や厚生労働省から優先して給水車を派遣する施設について意見を求め

られた場合に備え、事前に対応方針について、健康政策部長又は災害対策本部の指示

を仰ぐことができる。「優先して復旧すべき施設の一覧等」の情報は、健康長寿政策課

又は災害対策本部から情報提供を受け、「病院等の要請」情報を関係団体に共有するこ

とができる。 

 

判断基準としての基本的な考え方は、次のとおりとする。 

被害発生地区、被害発生状況・原因、最大断水戸数、家屋等損壊地域における戸

数、断水発生日時、今後の断水の発生・拡大見込み等から社会的影響の大きさを検討

し、影響の大きい順に優先順位を決定する。 

（参考判断基準） 

必要に応じ、以下の判断基準を用いる。 

・広域拠点病院、地域拠点病院、救護病院及び透析病院への応急給水を第１優先順位

とする。 

・その他の病院及び避難所の重要給水施設への応急給水を第２優先順位とする。 

・その他の重要給水施設への応急給水を第３優先順位とする。 

〈活動調整判断基準（応急給水編）〉 
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・重要給水施設以外の施設への応急給水を第４優先順位とする。 

※なお、個別の事情により社会的影響が異なる場合があるため、優先順位を前後する

ことも考慮が必要であり、水道事業体の優先順位を尊重する必要がある。 

①災害対策本部との調整 

災害時の飲料水の確保については、都道府県知事又は市町村長がその責務を負うこ

ととなっている。そのため、備蓄しているペットボトルでの対応、（市町村水道担当部

署が担当していない）水道法適用外の水道の災害時飲料水対応、自衛隊への支援要請

等を担当している危機管理担当部署を含めた災害対策本部との調整を図ること。 

②水道法第 40 条の適用 

手順の④では、当マニュアルに基づく県の意思を伝えることを想定しているが、関

係機関との調整が難航する場合（難航することが想定される場合も含む）は、水道法

第 40 条（水道用水の緊急応援）に基づいて、県知事が水道事業者に対して、期間、水

量、及び方法を定めて、水道施設内に取り入れた水を他の事業者に供給すべきことを

命ずることも検討すること。 
③高知県簡易水道協会との調整 

高知県簡易水道協会（事務局：食品・衛生課）において、整備をしている給水タン

クについても応急給水活動に活用できるため、調整を図ること。 

④水道事業体の水道 BCP 

水道 BCP の策定が多くの事業体でできておらず、応急給水・応急復旧活動を行うに

あたり、事業体において、対応に苦慮することが想定されるため、引き続き策定を促

すこと。 

⑤水道施設の耐震化等 

 法定耐用年数を超過した水道施設が存在し、今後より一層老朽化の進行が進むこと

が見込まれるなか十分な更新が行えておらず、耐震性能の低い施設も多くあるため、

施設の更新や耐震化の推進を図ること。 

⑥応急給水・応急復旧資機材の保有状況 

県内市町村が保有する応急給水・応急復旧資機材について、「高知県の水道」（当課

HP にて公表済）の中で整理されているので、必要に応じ参考とすること。 

 

 

〈留意事項（応急給水編）〉 
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（１）当該マニュアル等の事前周知 

「自然災害発生時における被害状況の報告様式の改訂について」（令和２年２月 27

日付け薬生水発 0227 第２号厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長通知）並び当該マニ

ュアルを市町村水道担当部署に事前に周知し、所要の要件を満たす場合の報告依頼を

行う。 

※市町村水道担当部署は、食品・衛生課への報告時に併せて管轄の福祉保健所にも

報告する。（基本的にはメールでの報告となるので、CC で管内福祉保健所を入れる） 

（２）災害が予想される場合の情報提供 

水道水の安定供給に支障が及ぶことが予測される場合は、必要な情報を収集し、市

町村水道担当部署へ情報提供する。 

（３）被害情報のとりまとめ及び関係機関への報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所要の要件を満たし、市町村水道担当部署から報告があった場合、県内の状況を一

覧にとりまとめ、厚生労働省及び（設置されている場合は）県災害対策本部に適宜、

報告する。（※両組織とも大規模災害発生時等は、報告の時点をその都度指定される）

なお、対象箇所が複数となる場合は、圏域別基礎データベース図（県内の水道の給水

区域、水源、配水池、ハザードマップ等の位置情報などをまとめたもの）等を活用

し、広域的視点に立ち、位置や状況を整理する。 

 なお、発災直後の混乱期においては、市町村水道担当部署においては、応急対応で

手一杯となり、報告が後回しになる恐れがあることから、（電話等による）積極的な情

報収集を行う。 

 通信手段について、通常の電話回線がつながらない場合、「72＋内線」で県内の市町

〈活動調整手順（応急復旧編）〉 

水道事業体からの
報告受理 

水道事業体への積
極的な情報収集 

圏域別基礎データベー
ス図等を活用した分析 

現地調査 

関係機関へ報告及び 
情報共有 

：必要に応じ実施 

情報のとりまとめ 
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村等との連絡ができることになっているが、日本水道協会高知県支部事務局は、高知

市上下水道局総務課内にあり、防災無線は配備されていない。そのため、FAX を活用

するか、直接伺うなどして、連絡体制の確保に工夫が必要である。 

（４）支援要請 

水道事業体の多くが加入している日本水道協会高知県支部が窓口となり、応急給

水・応急復旧の調整を行っているため、県（食品・衛生課）としての調整（案）を必

要に応じ、日本水道協会高知県支部へ伝える。なお、県内の水道事業体には、日本水

道協会高知県支部非会員が存在するため、必要に応じ非会員の支援要請について、県

がとりまとめを行い、日本水道協会高知県支部に要請する。 

⑤災害復旧事業に向けての調整 

水道事業者において、災害復旧事業の申請に向けた被害報告や災害申請資料の作成

準備に係る県への問合せが発生するので、国の「災害復旧事業の実務に関する手引

き」等に基づき、水道事業者及び国との調整を図ること。 

 

判断基準としての基本的な考え方は、次のとおりとする。 

被害発生地区、被害発生状況・原因、最大断水戸数、家屋等損壊地域における戸

数、断水発生日時、今後の断水の発生・拡大見込み等から社会的影響の大きさを検討

し、影響の大きい順に優先順位を決定する。 

（参考判断基準） 

必要に応じ、以下の判断基準を用いる。 

・社会的重要性の高いエリアの応急復旧を第１優先順位とする。 

・その他のエリアの応急復旧を第２優先順位とする。 

※個別の事情により社会的影響が異なる場合があるため、優先順位を前後すること

も考慮が必要であり、水道事業体の優先順位を尊重する必要がある。 

①災害対策本部との調整 

災害時の飲料水の確保については、都道府県知事又は市町村長がその責務を負うこ

ととなっている。そのため、備蓄しているペットボトルでの対応、（市町村水道担当部

署が担当していない）水道法適用外の水道の災害時飲料水対応、自衛隊への支援要請

〈活動調整判断基準（応急復旧編〉 

〈留意事項（応急復旧編）〉 
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等を担当している危機管理担当部署を含めた災害対策本部との調整を図ること。 

②水道法第 40 条の適用 

手順の④では、当マニュアルに基づく県の意思を伝えることを想定しているが、関

係機関との調整が難航する場合（難航することが想定される場合も含む）は、水道法

第 40 条（水道用水の緊急応援）に基づいて、県知事が水道事業者に対して、期間、水

量、及び方法を定めて、水道施設内に取り入れた水を他の事業者に供給すべきことを

命ずることも検討すること。 
③水道事業体の水道 BCP 

水道 BCP の策定が多くの事業体でできておらず、応急給水・応急復旧活動を行うに

あたり、事業体において、対応に苦慮することが想定されるため、引き続き策定を促

すこと。 

④水道施設の耐震化等 

 法定耐用年数を超過した水道施設が存在し、今後より一層老朽化の進行が進むこと

が見込まれるなか十分な更新が行えておらず、耐震性能の低い施設も多くあるため、

施設の更新や耐震化の推進すること。 

⑤応急給水・応急復旧資機材の保有状況 

県内市町村が保有する応急給水・応急復旧資機材について、「高知県の水道」（当課

HP にて公表済）の中で整理されているので、必要に応じ参考とすること。 
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・実行性を確保するため、定期的にバージョンアップした仕組みの訓練等が必要。 

・水道用語・水道の仕組み・水道水質等については、専門性の高い分野でもあり、当

該マニュアルの活用する職員においては水道の技術力を確保のため継続研鑽が必要。 

・上記の２点を踏まえ、必要に応じ、マニュアルの改訂を行う。 

 電話 FAX メールアドレス 

市町村水道担当部署 市町村水道担当者名簿を参照 

福祉保健所 市町村水道担当者名簿を参照 

厚生労働省 

医薬・生活衛生局水道課 

平成２５年１０月２５日付け健水発１０２５第１号厚生労働省健康局水道課

長通知「健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事

故等に関する情報の提供について」を参照 

日本水道協会高知県支部 088‐821‐9207 088‐833‐

6549 

kc-240200@city.kochi.lg.jp 

高知県簡易水道協会 088‐823‐9577 088‐823‐

9264 

131901@ken.pref.kochi.lg.jp 

健康長寿政策課 088‐823‐9666 088‐823‐

9137 

131601@ken.pref.kochi.lg.jp  

（１）水道関係の災害時連絡フロー 

（２）活動調整業務の組織図 

（３）食品・衛生課における応急対策業務 

（４）水道施設の区分 

（５）食品・衛生課とライフライン調整所の役割分担 

（６）「健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関す

る情報の提供について」（令和２年２月 27 日付け厚生労働省健康局水道課長通知） 

〈当該マニュアルの課題〉 

〈関係機関の連絡先〉 

〈参考資料〉 



水道関係の災害時連絡フロー 【参考資料‐１】

被災市町村
（水道担当）

市町村
（災害対策本部）

日本水道協会
（高知県支部）

県（食品・衛生課）

県（災害対策本部）

市町村以外が管理
する水道の設置者

市町村によっては、別部署で所管し
ている（水道事業は企業経営のため、
管理外水道を担当しない）

ライフライン調整所

適宜、情報共有

日本水道協会
（高知県支部）

日本水道協会
（本部）

地方支部長経由

厚生労働省
（水道課）

適宜、情報共有

厚労省通知に基づく報告

日水協要綱に基づく報告

〈参考〉電気、ガス、電話等のラ
イフラインの情報収集

適宜、情報共有

県（健康長寿政策課）

適宜、情報共有

適宜、情報共有

全国知事会へ要請
（担当課経由）

自衛隊への応援
要請

厚労省通知に基づく報告

役割：市町村水
道の調整

役割：災害時の水確保全般（自衛隊要
請・ペットボトル対応・災害井戸・水道
法適用外水道等）
※災害対策基本法に基づく「給水の義
務」



活動調整業務の組織図
上水道班 【参考資料‐２】

・班長：各班を統括する者
・情報収集班：市町村水道担当者に電話等で積極的に情報収集する係

・現地踏査班：福祉保健所で対応が不足している現地踏査を行う係

・相談対応班：給水停止・時間給水・給水再開、災害復旧事業手続き対応等の相談対応する係

※上記は、大規模災害における理想形の組織体制を想定している。

 被害報告が１０市町村以下の場合は、必要に応じ、各班の兼務及び省略ができるものとする。

 通常の水質事故・災害等においては、２名体制を基本とする。

 また、半日を目処に、編成を交代できるものとする。

班長

情報収集伝達班 現地踏査班 相談対応班

２名 ２名 ２名

１名



【参考資料‐３】



１－１．水道施設の区分

◇取水施設・・・・水道用水を取水するための施設。

取水堰など表流水を取水するものや、浅井戸、深井戸など地下水を取水す

るものなど。

◇導水施設・・・・取水施設から取り入れた原水を浄水施設まで導く管や水路。

◇浄水施設・・・・原水を人の飲用に適するように処理する施設の総体。

原水の水質に応じた様々な組み合わせがある。

◇送水施設・・・・浄水処理した水を配水施設へ送る管や、その他の付帯設備

◇配水施設・・・・給水区域へ浄水を給水する施設。配水池、配水管、その他の付帯設備。

◇給水装置・・・・配水施設から分岐した給水管及びこれに直結した給水用具。

5

【参考資料‐４】



応急給水に関する食品・衛生課とライフライン調整所の役割分担
食品・衛生課 ライフライン調整所

主
な
機
能

・水道法適用水道の被害情報等の収集
・厚生労働省への被害報告
・日本水道協会との調整

・病院等の応急給水要請情報の収集
・自衛隊等へ応援要請

連
携
内
容

厚生労働省に報告
・日本水道協会へ情報提供・要請

情報整理

病院等の応急給水要請の情報収集
（医療災害対策本部から情報収集）

市町村災害対策本部との情報共有
（EMISによる情報共有）

①水道の被害情報の共有

情報整理

・水道事業者への情報提供
・日本水道協会へ情報提供

②病院等の重要施設の被害情報の共有

県内水道施設の被災・断水・応急給水状況等の情報とりまとめ
（厚生労働省様式）

・応援部隊派遣状況収集
（応援部隊の派遣先情報）

・情報整理

厚生労働省に報告
・日本水道協会へ情報提供・要請

県災害対策本部他班と情報共有

情報整理③自衛隊等への応急給水要請

参考資料‐５

（県災害対策本部より）
・自衛隊や海上保安部への応急給水要請
・市町村災害対策本部へ情報共有



健水発１０２５第１号 

平成２５年１０月２５日 

（最終改正令和２年２月 27日） 

 

   都 道 府 県 

各   市    水道行政担当部（局）長 殿 

   特 別 区 

 

各厚生労働大臣認可               殿 

 

 

 

厚生労働省健康局水道課長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

 

健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関す

る情報の提供について 

 

 

水道行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力を頂きお礼申し上げま

す。 

厚生労働省では、かねてより「飲料水健康危機管理実施要領」（以下「実施要

領」という。）を策定し、飲料水を原因とする国民の生命、健康の安全を脅かす

事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理の適正を図る

こととしており、「飲料水健康危機管理実施要領について」（平成 14年６月 28

日健水発第 0628001号厚生労働省健康局水道課長通知（以下「平成 14年課長通

知」という。））により、危機管理の実施及び飲料水の水質異常などについて厚生

労働省への報告をお願いしているところです。 

また、「水道の断減水状況の報告について」（昭和 54年３月 23日付け環水第 39

号厚生省環境衛生局水道環境部長通知（以下「昭和 54年部長通知」という。））

により、渇水、風水害、地震等による断減水状況についても、厚生労働省へ報告

をお願いしているところです。 

さらに、上記２つの通知等に基づき、「水道施設への被害情報及び水質事故等

に関する情報の提供について」（平成 19年６月 19日付け厚生労働省健康局水道

課事務連絡（以下「平成 19年事務連絡」という。））により、厚生労働省への報

告様式や連絡方法を定めているところです。 

 今般、実施要領について所要の改正を行いましたので、送付します（別紙）。

引き続き、下記１．のとおり健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理の迅速

かつ適正な実施を図られるようお願いします。また、引き続き厚生労働省におい

て、水道施設への被害情報及び水質事故等に関する情報の収集を行いますので、

下記２．～６．のとおり情報提供をお願いします。 

水 道 事 業 者 

水道用水供給事業者 

別紙２ 

【参考資料‐６】



また、貴都道府県におかれては、貴管下の都道府県知事認可の水道事業者及び

水道用水供給事業者（以下「水道事業者等」という。）に対して、本件を周知い

ただくようお願いいたします。 

なお、平成 14年課長通知及び平成 19年事務連絡は廃止します。 

 

 

記 

 

１．飲料水健康危機管理実施要領について 

 

厚生労働省は、厚生労働行政分野全般に係わる国民の健康に係わる危機管理の

基本的な枠組みとして、「厚生労働省健康危機管理基本指針」（以下「基本指針」

という。）を策定し、この基本指針に基づき、飲料水を原因とする国民の生命、

健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止等の危

機管理の適正を図ることを目的として、厚生労働省が実施すべき要領を定めてお

ります。今般、基本指針の機能強化等を受け、情報伝達に関する手続きの明確化

等につき実施要領の改正を行いました。  

飲料水は国民の生命、健康に直結したものでありますので、貴職におかれても、

実施要領をご参照の上、飲料水を原因とする国民の生命、健康の安全を脅かす事

態が生じた場合の対応要領などを定め、又は再点検することなどにより、健康被

害の発生予防、拡大防止等の危機管理の、より迅速かつ適正な実施を図られるよ

うお願いします。 

また、都道府県、市及び特別区におかれては、水道法による直接的な規制が適

用されない小規模な水道、飲用井戸等についても、衛生の確保に万全を期される

ようお願いします。 

 

 

２．自然災害による断減水等水道施設への被害が確認された場合の情報提供依頼 

 

風水害、地震等の自然災害による断減水の状況については、昭和54年部長通知

に基づき、報告をお願いしているところですが、風水害、地震等による断減水が

発生した場合には、都道府県において、管内の水道事業者等の状況をとりまとめ

の上、以下のとおり各都道府県から厚生労働省健康局水道課あてに御報告をお願

いします（大臣認可水道事業者等におかれては、各都道府県あて御報告をお願い

します。）。なお、給水区域内の住民にとり日常生活の基盤となっている飲料水

供給施設や組合営等の公営以外の水道事業の断水状況についても、被害情報の把

握に努め、被害を確認した場合は、各都道府県よりあわせて御報告をお願いしま

す。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・地震により断水等の被害が生じた場合（地震により管内に震度５弱以上の地域

がある都道府県は、水道施設への被害がない場合もその旨御報告をお願いしま

す） 



・豪雨により断水等の被害が生じた場合 

・その他の自然災害（大雪、落雷に伴う停電、火山噴火等）により断水等の被害

が生じた場合 

 

【様式】 

・別添１のとおり 

 

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス：suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に大規模な断水被害

が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡し

てください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課技術係（自然災害関係担当） 

 

 

３．渇水による断減水が発生した場合の情報提供依頼 

 

渇水による断減水状況については、昭和54年部長通知に基づき、報告をお願い

しているところですが、渇水による断減水が発生した場合には、各都道府県にお

いて、管内の水道事業者等の状況をとりまとめの上、以下のとおり各都道府県か

ら厚生労働省健康局水道課あてに御報告をお願いします（大臣認可水道事業者等

におかれては、各都道府県あて御報告をお願いします。）。なお、専用水道、簡

易専用水道、飲料水供給施設の断水状況については、情報収集は不要です。ただ

し、情報を把握した場合は、各都道府県よりあわせて御報告をお願いします。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・渇水による断減水等が生じた場合（可能な限り減断水等が生じる前に連絡をお

願いします。） 

 

【様式】 

・別添２のとおり 

 

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

mailto:kikikenkou004@docomo.ne.jp


帯電話メール等も併用してください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課水道計画指導室（渇水による断減水担当） 

 

 

４．事故その他の原因による断減水が発生した場合の情報提供依頼 

 

２．及び３．に挙げた自然災害及び渇水によるものを除く、事故その他の原因

による断減水が発生した場合には、以下のとおり、大臣認可水道事業者等におか

れては厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願いします。また、各都道府

県におかれては、貴管下水道事業者等における事故その他の原因による断減水の

発生状況を把握する体制整備を図り、断減水の発生を把握した場合には厚生労働

省水道課あてに御報告をお願いします。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

自然災害及び渇水以外の事故その他の原因による断減水等が生じた場合。例え

ば、以下のような事態が想定される。 

・老朽化や道路工事等他工事に伴う配水管の破損事故による断減水等の被害。た

だし、断減水等の影響世帯数が100戸を超えるもの 

・水道施設の障害（例：機器故障、機器の操作ミス、停電、施設の破壊行為）等

による断減水等の被害 

・断減水被害が生じていなくても、社会的な影響が大きい事故等（例えば、道路

陥没による通行止め、浄水場からの薬品流出事故、布設工事中のガス管損傷事

故等で社会的な影響が大きいもの） 

・断減水被害が生じていなくても、給水装置に係る重大な事故（クロスコネクシ

ョン、水道水を汚染する恐れのある給水用具からの逆流事故、その他社会的な

影響が大きい給水装置異常事例等） 

〔給水装置に係る重大な事故情報に関しては、各水道事業者については、自ら取

得する情報に加え、指定給水装置工事事業者からも情報提供をお願いするなど、

積極的な情報収集体制を構築しておくこと。〕 

 

【様式】 

・様式自由（様式例：別添３のとおり） 

 

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス：suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に事故等により大規
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模な断水被害（広範囲に断水が生じ、復旧まで数日かかるもの）が発生した場

合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡してください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課水道計画指導室（事故等による断減水担当） 

水道課給水装置係（給水装置に関する事故担当） 

 

 

５．健康に影響を及ぼす（おそれのある）水質事故の発生が確認された場合の情

報提供依頼 

 

飲料水の水質異常などの情報については、平成14年課長通知に基づき、連絡を

お願いしていたところですが、今後は本通知に基づき、引き続き御報告をお願い

します。 

水道原水又は水道(小規模水道を含む。) 及び飲用井戸等から供給される飲料

水について、水質異常の情報を把握した場合には、以下のとおり各都道府県（市・

特別区含む）から、直ちに厚生労働省健康局水道課あて御報告をお願いします。

また、大臣認可水道事業者等におかれては、水道原水又は水道水について、水質

異常の情報を把握した場合には、厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願

いします。 

なお、市、特別区、大臣認可水道事業者等におかれては、水質事故の影響が広

域に及ぶ場合は、各都道府県あてにもあわせて御報告をお願いします。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

次の事象のいずれかが原因となって、国民の生命、健康の安全を脅かす事態が

生じている又は生ずるおそれがある場合 

・水道事業、水道用水供給事業又は専用水道に係る水道原水水質の異常 

・水道施設又は簡易専用水道における事故 

・飲料水を原因とする食中毒又は感染症の発生 

・水道法による認可等の規制が直接及ばない小規模水道や飲用井戸等における水

質異常 

・水道原水又は水道(小規模水道を含む。) 及び飲用井戸等から供給される飲料

水におけるクリプトスポリジウム等の塩素処理に耐性を有する病原生物の検

出情報 

 

なお、次の事象に該当する場合は、漏れなく、厚生労働省健康局水道課あて御

連絡をお願いします。 

①浄水の遊離残留塩素が0.1mg/L未満となった場合 

②一般細菌、大腸菌、シアン化物イオン及び塩化シアン、水銀及びその化合物の

いずれかについて、基準を超えている場合 
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③水質基準省令の表中１の項から31の項までの上欄に掲げる事項のうち上記②

に示した項目を除いた項目について、基準値超過が継続すると見込まれる場合 

④その他、これらに準ずる水質異常が発生した場合（例：水質管理目標設定項目

の目標値超過が継続すると見込まれた場合等） 

 

【様式】 

・別添４のとおり 

・必要に応じ、水質検査結果、浄水場と検査地点の位置を表した地図、水道シス

テムのフローチャート、報道提供資料等があれば併せて送付をお願いします。 

 

【連絡方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に大規模・重大な水

質事故が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に

連絡してください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課水道水質管理室（水質事故関係担当） 

 

 

６．断減水及び水質事故発生事態以外で御連絡をお願いしたい場合 

 

（１）水道に対するテロが発生した場合 

 

水道に対するテロの発生に係る対応については、「国内でのテロ事件発生に係

る対応について」（平成18年10月17日事務連絡）により、危機管理の対応につい

てお願いしているところです。 

テロ等により、断減水が発生した場合は上記４．に従って、水質異常が発生し

た場合は上記５．に従って、必要な措置をとられるようお願いします。 

また、断減水又は水質異常の発生がない場合であっても、水道に対するテロ

（例：毒物混入未遂、水道施設破壊等）があった場合には、以下のとおり、大臣

認可水道事業者等におかれては厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願

いします。また、各都道府県におかれては、貴管下水道事業者等におけるテロの

発生状況を把握する体制整備を図り、テロの発生を把握した場合には厚生労働省

健康局水道課あてに御報告をお願いします。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・水道に対するテロが発生した場合 
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【様式】 

・様式自由 

 

【連絡方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に重大なテロ行為が

発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡して

ください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課技術係（テロ関係担当） 

 

（２）水道における情報システム障害等が発生した場合 

 

水道分野における情報セキュリティ対策の実施については、「水道分野におけ

る情報セキュリティガイドライン（第３版）の送付について」（平成25年6月3日

健水発0603第2号及び同第3号厚生労働省健康局水道課長通知）によりお願いして

いるところです。 

情報システム障害、サイバー攻撃等により、断減水が発生した場合は上記４．

に従って、水質異常が発生した場合は上記５．に従って、必要な措置をとられる

ようお願いします。 

また、断減水又は水質異常の発生がない場合であっても、重大な情報システム

障害が発生した場合には、以下のとおり、大臣認可水道事業者等におかれては厚

生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願いします。また、各都道府県におか

れては、貴管下水道事業者等における情報システム障害の発生状況を把握する体

制整備を図り、重大な情報システム障害の発生を把握した場合には厚生労働省健

康局水道課あてに御報告をお願いします。 

 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・ＩＴの機能不全により、断減水、水質異常又は重大な情報システム障害（シス

テム停止に伴う給水への影響が大きい制御システム（浄水場の監視制御システ

ム、ポンプ場の運転システム、水運用システム等）の障害）が発生した場合 

 

【様式】 

・様式自由 

 

【連絡方法】 
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①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp 

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８） 

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に重大な情報システ

ム障害が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に

連絡してください。 

 

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３ 

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp 

 

【担当】 

水道課技術係（情報システム障害関係担当） 

mailto:kikikenkou004@docomo.ne.jp


【別紙１】

○月○日　○○県△地域の○○による水道施設被害状況（○／○　００：００現在） 担当：

復旧
戸数

未復旧
戸数

応急給水状況
（給水車対応、飲料水の配給等）

応援要請
状況

要請先と応援状況
応急復旧状況

（系統変更、復旧工事等）
応援要請

状況
要請先と応援状況

合計

○災害発生直後の時点では、記入可能な事項について記入いただき、報告をお願いします。

○新たに記入、変更した事項は赤字で記入してください。

①『確認状況』は、「○」〈確認済み〉、「×」〈未確認〉、「-」〈確認不要〉から選択すること。

　　「未確認」とは確認が必要、または必要か否か不明であるが、連絡が取れない場合。「確認不要」とは当該災害において被害の発生が無いと見込まれ、確認が不要である場合。

②『確認日時』には、都道府県が事業者に状況を確認した最新の日時を記入すること。

③『事業者名』には、貴管下の事業者名を記入すること。

　　災害発生時に迅速に対応できるように、事前に貴管下の事業者名を記入しておくこと。

④『被害発生地区名』には、被害が発生した地区名を記入すること。

　　被害発生状況・原因により地区や系統毎に切り分けて記入できる場合には、状況・原因毎に④～⑰について別々の行に記入すること。

⑤『被害発生状況・原因』には、発生している被害内容や原因について説明を記入すること。

　　例：　「豪雨により地下水源の濁度が上昇」「土砂崩れにより導水管が破損」「地震により配水管が破損」「土砂崩れのため立入ができず被害状況不明」等

⑥『最大断水戸数』には、断水が発生した場合に、断水した最大の戸数を記入すること（⑦における家屋等損壊地域の戸数は含めない）。

　　災害発生の初期段階において断水している戸数が未確定の場合にも、判明している被害発生状況から推定される断水戸数を記入すること。

　　その場合、戸数の後に【未確定】と記入すること。

　　例：　「125【未確定】」

⑦家屋等損壊地域とは、地震や豪雨による土砂崩れ等により家屋・道路等が大きく損壊し、大きな被害が発生した地域で、地域の復興に合わせて水道も復旧・整備する予定として自治体から報告のあったもの。

　　『家屋等損壊地域における戸数』には、家屋等損壊地域に含まれる戸数を記入すること。

⑧『断水発生日時』には、断水が発生した日時を記入すること。

⑨『今後の断水の発生・拡大見込み』には、今後断水が発生・拡大すると見込まれる場合に、当該見込みについて説明を記入すること。

　　例：　「本日○時頃、配水池の容量が空になり、当該配水エリアの△戸が断水する見込み」等

⑩『現在断水状況』の『復旧戸数』には、断水から復旧した戸数を記入すること。

　  『未復旧戸数』には、断水から未復旧の戸数を記入すること。

⑪『応急給水』の『応急給水状況』には、給水先や給水時間、給水タンクの設置等、実施している応急給水全体の内容を記入すること。

　　例：　「応急給水車３台により９時～18時まで実施（直営１台、○○市２台）」「２地点の給水拠点に１tの給水タンクを設置し、９時～18時まで実施」「応急給水車２台で病院と福祉施設に給水（自衛隊）」等

　　『応援要請状況』は、「要請済み」、「検討中」、「不要」から選択すること。

　　『要請先と応援状況』には、応援を要請した対象（及び応援を実施している者）の名称を記入すること。加えて、それぞれの支援による給水車の台数及びその合計を記入すること。

　　自衛隊の情報については、事業者が応援の全体調整を実施する上でも必要な情報であるため、市町村及び都道府県の災害対策本部等を通じて情報収集し記入すること。

　　例：　「合計　□台」「日本水道協会　○台（●●市）」「自衛隊　△台」「○●市(協定)　□台」等

⑫『応急復旧』の『応急復旧状況』には、応急復旧全体の内容を記入し、完了した応急復旧には【済】と記入すること。

　　例：　「破損した配水管の復旧作業を実施中」「浄水施設の復旧に必要な交換部品を手配中」「浄水施設の修繕【済】」等

　　『応援要請状況』は、「要請済み」、「検討中」、「不要」から選択すること。

　　『要請先と応援状況』には、応援を要請した対象（及び応援を実施している者）の名称と応援の実施内容を記入すること。

　　例：　「日本水道協会の手配により、●●市が管路の応急復旧作業を支援」等

⑬『復旧見込み』には、今後の復旧の見込みについて説明を記入すること。

　　例：　「３日程度で断水が解消する見込み」「停電が解消すれば断水が解消する見込み」「検討中」等

⑭『課題』には、応急給水及び応急復旧において課題がある場合に当該内容を記入すること。

　　例：　「給水車が○台程度不足している」「交換部品の入手に時間を要している」「電源を確保したい」等

⑮『減水状況』には、減水を実施した場合に、減水の実施内容を記入すること。

　　例：　「○戸に対する配水量を20％減」「△戸に対して22:00～6:00の時間帯は配水停止」等

⑯『断減水解消日時』には、全ての断減水が解消した日時を記入すること。

⑥最大断
水戸数

⑯断減水
解消日時

⑨今後の断水の発生・拡大見込み

⑦家屋等
損壊地域
における

戸数

⑮減水状況
（時間給水等）

１．基礎情報 ２．被害情報

⑧断水
発生日時

④被害発生地区名

３．対応状況

⑪応急給水 ⑫応急復旧

⑭課題都道府県 ⑬復旧見込み③事業者名②確認日時
①確認
状況

⑤被害発生状況・原因

⑩現在断水状況


